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担当者： 調査日時：

調査結果 凡例

一般事項 施設情報 施設名称

施設所在地

標高 ｍ

都市計画　地区・区域 都市計画地域、用途地域、防火地域、その他　

管理部署 部局・公所・学校

施設分類 1.教育・文化　2.福祉医療施設　3産業施設　4.行政施設　5.その他

敷地面積 ㎡

建物情報

建物用途 1.社会教育・研修施設 2.学校 3.盲・ろう学校、養護学校 4.児童相談所、保健所等 5.事務所 6.試験研究施設 7.庁舎等（警察署含む）

建築面積 ㎡

延べ面積 ㎡

竣工年月 年 月

階数 地下（　　）階　　地上（　　）階　　塔屋（　　）階

軒高さ m

構造 1.木造　2.S造　3.RC造　4.SRC造　5.その他

基準階階高 m

基準階天井高 m

在館人員 人

駐車場 屋内駐車場 ㎡ 面積

屋外駐車場 ㎡ 面積

窓廻り 窓の主方位 1.東　2.南東　3.南　4.南西　5.西　6.北西　7.北　8.北東

主な窓ガラスの種類 1.単板　2.複層

同上 1.普通　2.反射　3.吸収　4.LowE　5.遮熱フィルム　6.ヒートミラーガラス　7.その他

気密性 1.普通　2.気密サッシ　3.木製等気密性が低い

外部遮蔽物 1.庇　2.外ルーバー　3.内ブラインド　4.カーテン　5.その他　6.なし

断熱 屋根 （ ） 1.あり(　　　）mm　2.なし

　　　外壁 （ ） 1.あり(　　　）mm　2.なし

　　　床（ピロティー） （ ） 1.あり(　　　）mm　2.なし

電気設備 変圧器容量受変電設備 受電方式 1.1回線　2.2回線　3.3回線　4.その他

受電電圧 1.200/100V　2.6.6ｋV　3.22ｋV　4.66ｋV

変圧器合計容量 ｋVA

契約状況 事業者 ) 1.一般電気事業者　2.特定規模電気事業者　3.その他電気事業者

契約種別

契約電力 kW

照明設備 照明（事務室） 1.一般蛍光灯（標準型安定器）　2.一般蛍光灯（高効率型安定器）　3.Hｆ蛍光灯　4.白熱灯　5.その他

OAコンセント負荷 事務室OAコンセント負荷 VA/㎡

計測計量 計測計量（取引メータ以外） １．有り　　２．無し

熱源 暖房用熱源 暖房熱源種別 1.電気　2.ガス　3.油

暖房熱源機 1.直だき吸収冷温水機　2.ボイラー　3.空冷ヒートポンプユニット　4.空冷パッケージ　5.水冷パッケージ　6.その他

暖房能力 kW

冷房用熱源 冷房熱源種別 1.電気　2.ガス　3.油

冷房熱源機 1.直だき吸収冷温水機　2.水冷チラー　3.空冷ヒートポンプユニット　4.空冷パッケージ　5.水冷パッケージ　6.その他

冷房能力 kW

空調設備 空調方式 空調方式 1.セントラル空調方式　2.各階空調方式 3.分散空調方式　4.ファンコイルユニット　5.外気処理空調機　6.パッケージ　7.その他

自動制御 自動制御方式 （ ） １．有り(1.電気式　2.電子式　3.デジタル式　4.空気式)　　２．無し

監視設備 中央監視設備 中央監視設備の有無 （ ） １．有り(1.分散型　2.集中型)　　２．無し

衛生設備 給水方式 給水方式 1.重力給水方式　2.加圧給水方式　3.直結方式　4.その他

排水方式 1.分流方式　2.合流方式

中水設備 ( ） 1.あり(1.雨水利用　2.雑排水利用　3.汚水利用　4.中水道　5.工業用水　6.井水)　2.なし

給湯設備 中央給湯 1.あり　2.なし

局所給湯 1.あり　2.なし

局所給湯方式 （ ） １．貯湯式（ｳｨｰｸﾘｰﾀｲﾏｰ有り）　２．貯湯式（ｳｨｰｸﾘｰﾀｲﾏｰ無し）　３．瞬間式

給湯燃料種別 1.電気　2.ガス　3.油

給湯温度設定 （ ） 1.あり（　　　　）℃　2.なし

搬送設備 昇降機設備 エレベーターの台数 （ ） 1.あり（　　　　）台　2.なし

エレベーターの制御方式 1.交流帰還制御　2.ワードレオナード　3.静止レオナード　4.可変電圧可変周波数制御



　　　　[image: image2.wmf]改修履歴等調査シート（別紙３）

建物名称：

延べ面積：

�u

主な改修履歴を記入

設置・更新年

部位

老朽度・概要

主な改修計画を記入

実施年・期間

部位

運用改善、節エネ対策・概要

上記のうち特徴的な事項を記入




[image: image3.emf]CASBEE-既存計測計量項目一覧（別紙５）

CASBEE 場所 時間 備考 学校 事務所

大項目 小項目 測定室 測定位置 測定高さ 測定日 測定回数 測定期間 測定時間 全体 宿泊部

1.1.1 暗騒音 積分型普通（精密）騒音計 指定無し 室中央点 H=1.2m 1回/日 執務(営業)時間外 瞬時 周波数重み特性Aにて測定 対象 対象 対象 対象

1.1.2 等価騒音レベル 積分型普通（精密）騒音計 1点/300m2 2回/日

事：執務(営業)時間中(11,14時）

病：診療時間中

10分間 平均値で評価 対象外 対象 対象 対象

1.2.2 界壁遮音性能 定性評価 現地調査により定性的に判断する 対象 対象外 対象外 対象外

1.2.3 界床遮音性能(軽量) 定性評価 対象 対象外 対象外 対象外

1.2.4 界床遮音性能(重量) 定性評価 対象 対象外 対象外 対象外

2.1.1 乾球温度 乾球温度計（目盛0.5℃） 基準階代表室 1点/150m2 H=1.1m 平均値で評価 対象 対象 対象 対象外

2.2 湿球温度 乾湿球温度計（目盛0.5℃） H=1.1m 対象 対象 対象 対象外

2.3.1 乾球温度 乾球温度計（目盛0.5℃） H=0.1m, 0.6m, 1.7m 3回/日 5分間 対象 対象 対象 対象外

2.3.2 風速 0.2m/s以上の気流計測用 H=1.1m 対象 対象 対象 対象外

3.1.1 昼光率 照度計 指定無し 室内9点、屋外 H=0.8m 曇天日が望ましい 1回/日 10時～14時 屋外の測定は、室内の測定と同時に行う 対象 対象 対象 対象

3.3.1 照度 照度計 室内9点 H=0.8m 曇天日が望ましい 2回/日 昼光のみ、昼光＋照明、照明のみの３通り 対象 対象 対象 対象

3.3.2 照度均斉度 照度計 照度測定の結果を利用 対象 対象 対象 対象外

4.1.1 HCHO濃度※1 原則：DNPH法、簡易法も可 代表的な居室 室中央部 H=1.2～1.5m 夏期（6～9月）が望ましい 1回/日 14～15時 ビル管法の値がある場合は採用可能 対象 対象 対象 対象

4.2.1 二酸化炭素濃度 検知管方式による検定器 代表的な居室 室中央部 H=0.75～1.5m 2～3回/日 CO2制御を行っている場合、夏・中間・冬期 対象 対象 対象 対象

4.2.1 粉塵濃度 重量法 の各期に１日ずる。ビル管法の値でも可。 対象 対象 対象 対象

1.1.1 面積 面積を測る 対象外 対象 対象外 対象外

1.1.1 在室者数 机の数を数える 対象外 対象 対象外 対象外

1.2.1 天井高さ 天井高さを測る 代表的な居室 対象外 対象 対象外 対象外

1.2.1 眺望 写真撮影 対象外 対象 対象外 対象外

1.1.1 面積 面積を測る 対象外 対象 対象外 対象外

1.2.3 インテリア性 写真撮影 対象 対象 対象 対象

1 冷熱製造量 流量計、水温計 該当箇所 連続、期間 ヘッダー温度差、熱源水流量 対象 対象 対象 対象

1 温熱製造量 流量計、水温計 該当箇所 連続、期間 ヘッダー温度差、熱源水流量 対象 対象 対象 対象

1 外気冷房熱量 熱線風速計,測温抵抗体 該当箇所 連続、期間 外気導入量、室内外エンタルピー差 対象 対象 対象 対象

1 全熱交換器回収熱量 熱線風速計,測温抵抗体 該当箇所 連続、期間 全熱交換器出入口温度、通貨風量 対象 対象 対象 対象

1 外気カット効果量 熱線風速計,測温抵抗体 該当箇所 連続、期間 外気導入量、室内外エンタルピー差 対象 対象 対象 対象

1 外気量制御の効果量 熱線風速計,測温抵抗体 該当箇所 連続、期間 外気導入量、室内外エンタルピー差 対象 対象 対象 対象

1～6 機器電力消費量 クランプメーター等 該当箇所 連続、期間 空調、換気、照明、給湯、昇降機、その他 対象 対象 対象 対象

1～6 機器ガス消費量 ガス流量計 該当箇所 連続、期間 空調、給湯、その他 対象 対象 対象 対象

1～6 機器燃料消費量 燃料消費量計 該当箇所 連続、期間 空調、給湯、その他 対象 対象 対象 対象

2 換気運転時間 BEMSデータ、目視 該当箇所 連続、期間 対象 対象 対象 対象

3 照明点灯時間 BEMSデータ、目視 該当箇所 連続、期間 対象 対象 対象 対象

4 給湯補給水量 積算流量計 該当箇所 連続、期間 対象 対象 対象 対象

4 給湯温度 水温計 該当箇所 連続、期間 対象 対象 対象 対象

4 補給水温度 水温計 該当箇所 連続、期間 対象 対象 対象 対象

5 昇降機運転時間 BEMSデータ 該当箇所 連続、期間 対象 対象 対象 対象

6 太陽光発電量 該当箇所 連続、期間 対象 対象 対象 対象

6 風力発電量 該当箇所 連続、期間 対象 対象 対象 対象

6 コジェネ発電量 該当箇所 連続、期間 対象 対象 対象 対象

1.1 上水使用量 該当箇所 連続、期間 対象 対象 対象 対象

1.2.1 雨水利用量 該当箇所 連続、期間 対象 対象 対象 対象

1.2.2 雑排水利用量 該当箇所 連続、期間 対象 対象 対象 対象

1 NOX 対象 対象 対象 対象

1 SOX 対象 対象 対象 対象

1 煤塵濃度 対象 対象 対象 対象

2.1 騒音 JIS Z8731 4回/日 6～8, 8～19,19～22,22～6 騒音防止法の規制対象外 対象 対象 対象 対象

2.1 振動 JIS Z8735 振動規制法の規制対象外 対象 対象 対象 対象

2.3 悪臭 環境省告示 悪臭防止法の規制対象外 対象 対象 対象 対象

4 光害対策ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ 目視・写真撮影 対象 対象 対象 対象

6.4 廃棄物量 総排出量、再利用量 再利用していない場合は対象外 対象 対象 対象 対象

大気汚染防止法の規制対象外

敷地境界線上

排出源

測定指標 測定機器

病院

学：午前・午後の休憩時間（3回/日）

事：10時,13時半,16時（3回/日）

病：診療受付時間に応じて（3回/日）

学：午前・午後の休憩時間（3回/日）

事：10時,13時半,16時（3回/日）

病：診療受付時間に応じて（3回/日）

学、病：平日

事：休日前後1日を除いた平日

学：10時～14時

事、病：10時～14時、日没後

学、病：平日

事：休日前後1日を除いた平日

事：休日前後1日を除いた平日

病：平日（学校：いつでも）

LR-3

敷地外環境

Q-2

サービス

性能

Q-1

室内環境

LR-1

エネルギー

LR-2

資源・

マテリアル

[image: image4.emf](4) 局所空調・局所排気 ①ﾀｽｸ＆ｱﾝﾋﾞｴﾝﾄ空調

△

ｽﾍﾟｰｽ（階高・空調機械室面積/位置）の検討を

要す家具とのｲﾝﾃｸﾞﾚｰｼｮﾝに注意



②床吹出空調

△

階高・空調機械室面積/位置・人員密度などの

検討を要す



③局所排気

△ ●

ﾀﾞｸﾄﾙｰﾄ・排気ｶﾞﾗﾘの検討を要す



④分煙・禁煙

△

ﾘﾌﾚｯｼｭｽﾍﾟｰｽ（喫煙ｺｰﾅｰ）の確保が必要



⑤脱臭便器

△

ユニット形式の場合適用可能であるが脱臭用ダ

クトスペース等要検討

⑥その他



(5) エネルギー損失の低

減

①混合損失の回避

△

吹き出し口位置の変更・自動制御ｿﾌﾄの変更を

要す



②除湿再熱の回避

△

VAVｼｽﾃﾑ採用による場合、吹き出し形状の変

更を要す定風量ｼｽﾃﾑの場合、ﾊﾞｲﾊﾟｽ制御必

要（空調機改修が前提条件）



③外気カット



○

予熱、予冷時の外気カットは通常に導入され

る。

④

外気量制御（CO

2

)



○

室内のCO

2

濃度が基準値を超えないことの確認

必要

⑤配電損失の低減

×

受変電設備の設置位置変更は困難幹線・配線

ｻｲｽﾞの見直し程度であるが、全面改修等でな

いと効果が大きくない

⑥力率改善

○

省ｴﾈ改修というよりも省ｺｽﾄ改修（電力会社の

割引制度利用）

⑦変圧器の損失低減



高効率変圧器

○

受変電設備の全面更新と同時期が前提

その他

⑧熱源台数制御

△

熱源設置スペースの検討を要す

製品のラインアップにより複数台の合計容量が

１台の場合の容量を超える場合は要注意

⑨初期照度補正制御（ｾﾙ

ﾌｺﾝﾄﾛｰﾙ）

執務室

○ ●

高効率照明（Hf型）の採用が前提条件

共用部

⑩ﾀｽｸ＆ｱﾝﾋﾞｴﾝﾄ照明



△

家具とのｲﾝﾃｸﾞﾚｰｼｮﾝが必要

⑪人感ｾﾝｻｰ



執務室

○ ●

在館人員の推移等の調査必要

共用部

○ ●

在館人員の推移等の調査必要

その他

⑫その他 蒸気バルブ断熱

2.2. 自然エネルギー

利用

(1) 自然採光 ①自然採光を考慮した窓

のデザイン



×

改修工事にて窓の追加等のデザイン変更は物

理的に困難

②ライトシェルフ

×

同上。投資回収困難。壁面線の検討を要す



③ﾄｯﾌﾟﾗｲﾄ/ﾊｲｻｲﾄﾞﾗｲﾄ

×

物理的に困難な場合が多い。構造検討を要す



④昼光連動制御



○ ●

制御単位等現地調査等にて要検討

⑤その他



(2) 自然通風 ①自然通風を促進するﾃﾞ

ｻﾞｲﾝ（風の塔、光庭等）



△ ●

階段室を利用できる場合は要検討、その他は

改修工事にて風の塔等を新設することは一般

的に困難（×）

②ナイトパージ

×

改修工事にて追加設置困難。ﾌｧﾝ動力を必要と

する場合は省ｴﾈとならない場合が多い（×）、

自動換気窓の場合は経済性で投資回収困難

（×）



③換気窓・換気ﾀﾞﾝﾊﾟ制御

△

現状で遠方制御可能の換気窓（排煙窓など）の

ない場合は経済性で投資回収困難（×）、



④その他



2.3. エネルギー・資

源の有効利用

(1) エネルギーの有効か

つ効率的利用

①ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ（ｴﾝｼﾞﾝ/

ﾀｰﾋﾞﾝ）

△

設置場所の検討を要す。排熱の利用先の検討

を要す

②燃料電池

△

設置場所の検討を要す。排熱の利用先の検討

を要す



③排熱回収

△ ●

熱回収型冷凍機は、配管ｼｽﾃﾑの見直しが必要

（配管ｼｽﾃﾑ等）、冬期の冷暖負荷ﾊﾞﾗﾝｽに基づ

きｺｽﾄ対効果の検討を要す



④排気熱回収（全熱交等）全熱交換ユニッ

ト

△ ●

空調機械室面積の検討を要す。費用対効果の

検討要す。個別空調の外気取り入れには全熱

交換ユニットが有効



全熱交換器

△ ●

空調機械室面積の検討を要す。費用対効果の

検討要す。個別空調の外気取り入れには全熱

交換ユニットが有効



⑤熱源の高効率化



○ ●

熱源改修に伴い検討

⑥高効率給湯器 ヒートポンプ式給

湯器

△

設置場所の検討を要す。利用先の検討を要す

（浴室・食堂等）。

潜熱回収型給湯

器

△

設置場所の検討を要す。利用先の検討を要す

（浴室・食堂等）。

その他

⑦その他（下水熱等）

×

立地条件による



(2) 負荷平準化 ①ガス冷房

吸収冷温水機 △ ●

ｲﾝﾌﾗ整備状況、煙突の有無などの検討を要す

ガスエンジンヒー

トポンプ

△ ●

ｲﾝﾌﾗ整備状況などの検討を要す

その他 △

ｲﾝﾌﾗ整備状況などの検討を要す

②氷蓄熱 氷蓄熱

△ ●

蓄熱槽の設置場所または床加重などの検討を

要す。

ガス熱源等からの変更の場合は電源容量（増

設必要な場合は変圧器スペース等）の検討を

要す。

氷蓄熱+大温度

差

△

地下ﾋﾟｯﾄの有無などの検討を要す



氷蓄熱パッケー

ジ

△

設置場所または床加重などの検討を要す



③水蓄熱

④潜熱蓄熱

⑤躯体蓄熱

△

ﾊﾟｯｼﾌﾞ手法は困難（×）、ｱｸﾃｨﾌﾞ手法（空調機夜

間運転等負荷平準化を狙いとしたｼｽﾃﾑ）は要

検討（△）



⑥土壌蓄熱

×

立地から不可能の場合が多い。投資回収困難



⑦蓄電（NaS電池等）

△

設置場所または床加重などの検討を要す



⑧その他



[image: image5.emf](3) 搬送エネルギーの最

小化

①空調動力の省エネ

（VAV等）

VAV

△ ●

コスト効果の点から天井改修と同時期が望まし

い（単独で改修の場合は天井改修が必要）

コイル面風速低

減

△

空調機サイズUPによる面風速低減の場合は空

調機スペースの検討要。

大温度差による風量低減の場合で極低温

（10℃程度）の場合は吹き出し口の変更工事が

要

高効率ファン

○ ●

高効率Vベルト

○

大温度差送空調

(⊿T=12℃以上）

△

その他

②ポンプ動力の省エネ

（VWV等）

冷温水ポンプ

VWV

○ ●

3方弁制御の場合は配管システム全面変更とな

る場合があるので注意

冷温水ポンプ台

数制御

○ ●

熱源も対応機器とする必要有り（小流量の場合

の圧力上昇防止など）

冷温水ポンプそ

の他

●

冷却水ポンプ

VWV

●

大温度差送水

(⊿T=8℃以上） △

大温度差送水の場合は熱源も対応機器とする

或いは氷等にて低温製造できるものとする必要

有り

高効率ポンプ

●

その他

③ファン動力の省エネ 高効率ファン

●

高効率Vベルト

その他

④

換気量制御（CO/CO

2

） CO/CO

2

濃度発

停（駐車場）

○ ●

駐車場等で適用。ただしCO2濃度等の測定によ

り省エネ効果の試算等を行う

サーモ発停（電

気室、EV機械

室）

その他

⑤衛生動力の省エネ

○ ●

衛生設備改修時に高効率ポンプ、配管損失の

低減等を検討

⑥昇降機の省エネ



昇降機VVVF

○

標準的にVVVF制御とすることが多い

⑦その他



エスカレーター

人感センサー

(4) 照明エネルギーの最

小化

①高効率照明器具 執務室高効率照

明（Hf）

○ ●

天井改修が発生するため天井改修と同時期が

望ましい

執務室高効率安

定器

●

高効率誘導灯

その他

②連続/段調光



執務室

○

同上

その他

③その他



(5) 水資源の有効活用 ①排水再利用



△ ●

地下ﾋﾟｯﾄの有無・ｺｽﾄ対効果などの検討を要す

②雨水利用



△ ●

地下ﾋﾟｯﾄの有無・ｺｽﾄ対効果などの検討を要す

③各種節水ｼｽﾃﾑ



自動水栓

○

小便器感知FV

○ ●

擬音装置

○

着座センサー付

FV

○ ●

その他

○

④その他



(6) 適正な運転管理が可

能なシステムの構築

①自動制御・中央監視の

充実



○ ●

自動制御全面改修、熱源・空調等の改修が前

提

②ﾋﾞﾙﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑの充

実



○

同上。

③その他（PMVｾﾝｻ、

BOFD）



○

(1) 建設副産物の発生抑

制・再資源化

①プレハブ化、ユニット化



○

②適量購入・梱包レス化



○

③仮設資材削減



○

④分別収集の徹底・再資

源化

○ ●

⑤発生土適正処理



△

掘削を伴う場合に検討を要する

⑥その他



(2) 環境負荷の大きい物

質の使用抑制・適正

回収

①代替フロン冷媒

○ ●

熱源等の改修が前提、標準的に行う

②ノンフロン冷媒



○

熱源等の改修が前提、自然冷媒等は投資回収

が困難な場合が多い。

③代替ハロン消火



○

対象部位の改修（電気室、通信室等）が前提、

標準的に行う

④代替フロン断熱材



○

⑤ノンフロン断熱材



○

⑥フロン回収、フロン回収

を考慮したシステム



○ ●

⑦アスベスト、PCB回収

○

⑧その他（SF6、冷媒の使

用抑制など）

(3) 施設運用時の廃棄物

適正処理

①分別収集を考慮した設

計



△ ●

スペースが必要

②ゴミ搬送システム



×

縦シャフト、横引きルートが必要なため困難な

場合が多い

③生ゴミの処理



△

生ゴミ発生がある場合（厨房等）コンポスト、消

滅型等検討

④その他



3. 3R（リデュース、リユー

ス、リサイクル）



[image: image6.emf]4. 長寿命 (1) フレキシビリティの確

保

①階高のゆとり



×

改修工事では不可能（新築時に配慮する）

②延床面積のゆとり



×

改修工事では不可能（新築時に配慮する）

③床荷重のゆとり



△ ●

補強を要するなど困難な場合が多い

④敷地面積のゆとり



×

改修工事では不可能（新築時に配慮する）

⑤設備容量、配管スペー

スのゆとり

×

改修工事では対応困難

⑥その他リニューアルへ

の考慮

△

躯体関係は改修工事で変更は困難（×）、内

装、設備についてはユニット化などを検討（△）

(2) 構造体の耐久性 ①充分な耐久性

×または△ ●

基本的に新築時に配慮する

②劣化防止



×または△

基本的に新築時に配慮する

③その他



(3) 非構造部材の合理的

耐久性・更新性

①耐久性/耐火性/保守性

に優れた材料 ×または△ ●

基本的に新築時に配慮するが、内外装につい

ては検討を要す



②部分更新、交換容易な

工法



×

改修時においては困難（新築時に配慮する）

③耐久性を高める構法、

使い方



○

④部分更新、交換容易な

設備機器

○ ●

⑤その他



(4) 維持管理の容易性 ①維持管理作業に適切な

スペース

×または△

基本的に新築時に配慮する

②着脱可能な天井、壁シ

ステム

③その他



5. エコマテリアル (1) 低環境負荷材料の使

用

①自然材料（木材）



△ ●

内装材にほぼ限定される

②自然材料（石材他）



△ ●

仕上げ材にほぼ限定される

③使い捨て材料の最小化

（エアフィルタなど）



○

④リサイクル材料等

○

⑤人体に無害な材料（ＶＯ

Ｃ発生のない建材、石

綿などへの配慮、ＥＭ

ケーブル）

○

⑥その他



(2) 熱帯材型枠の使用合

理化

①各種代替型枠



×

同上

②ＰＣ化



×

同上

③型枠転用回数の増加



× ●

新築時に配慮する

④その他型枠を使用しな

い工法



×

同上

(3) 副産物・再生資源の

活用



①高炉セメントなど



×

新築時に配慮する

②電炉鋼等利用範囲拡大



×

同上

③再生砕石・再生資材



○

④汚泥焼成レンガ



○

⑤その他再生資源の活用



○

(4) 解体容易な材料・工

法

①定尺を考慮したモ

ジュール設計



× ●

新築時に配慮する

②標準化設計



×

同上

③その他


[image: image7.wmf]劣化状況等調査シート（別紙４）

建物名称：

延べ面積：

�u

主な老朽箇所・不具合箇所を記入

設置・更新年

部位

老朽度・概要

主な運用改善（使用エネルギー節減のために実施している対策等）を記入

実施年・期間

部位

運用改善、節エネ対策・概要

上記のうち特徴的な事項を記入




[image: image8.emf]運用状況調査シート（別紙２)

建物名称：

延べ面積：

分類 調査項目 調査結果 凡例

建物 建物使用期間 月～ 月

建物使用時間 時～ 時

建物使用日数

照明 昼休み消灯 1.あり　2.なし

窓際消灯 1.あり　2.なし

共用部照明は間引き消灯 1.あり　2.なし

共用部（トイレ、倉庫等）非使用時消灯 1.あり　2.なし

空調 室内温度設定（夏期） ℃ 1.あり(　　）℃　2.なし

室内温度設定（冬期） ℃ 1.あり(　　）℃　2.なし

室内湿度設定（夏期） ％ 1.あり(　　）％　2.なし

室内湿度設定（冬期） ％ 1.あり(　　）％　2.なし

使用していない部分の空調停止 実施率 ％程度 1.あり 実施率(　　）%程度　2.なし

空調時扉開閉 実施率 ％程度 1.閉 実施率(　　）%程度　2.開

ブラインド 冷房時ブラインド開閉 実施率 ％程度 1.閉 実施率(　　）%程度　2.開　3.ブラインドなし

退庁時ブラインド開閉 実施率 ％程度 1.閉 実施率(　　）%程度　2.開　3.ブラインドなし

利用者 実施率 ％程度 1.あり 実施率(　　）%程度　2.なし

実施率 ％程度 1.あり 実施率(　　）%程度　2.なし

省エネ機器 設置割合 ％程度 1.あり 割合(　　）%程度　2.なし

実施率 ％程度 1.あり 実施率(　　）%程度　2.なし

液晶ディスプレイパソコン 設置割合 ％程度 1.あり 割合(　　）%程度　2.なし

ノート型パソコン 設置割合 ％程度 1.あり 割合(　　）%程度　2.なし

啓発活動 ヶ月周期程度 1.あり(　　）ヶ月周期程度　2.なし

エネルギー消費目標値設定 MJ/年 1.あり(　　）MJ/年　2.なし

エレベーター 実施率 ％程度 1.あり 実施率(　　）%程度　2.なし

保全 ヶ月周期程度 1.あり(　　）ヶ月周期程度　2.なし

ヶ月周期程度 1.あり(　　）ヶ月周期程度　2.なし

ヶ月周期程度 1.あり(　　）ヶ月周期程度　2.なし

ヶ月周期程度 1.あり(　　）ヶ月周期程度　2.なし

冷温水温度　計測 1.あり(1.運転日誌等　2.中央監視）　2.なし

冷却水温度　計測 1.あり(1.運転日誌等　2.中央監視）　2.なし

設備システム熱源機冷暖房運転期間設定 1.あり　2.なし

　冷房運転期間 月～ 月

　暖房運転期間 月～ 月

冷温水温度　熱源冷水出口設定（夏期） ℃ 1.あり(　　）℃　2.なし

冷温水温度　熱源温水出口設定（冬期） ℃ 1.あり(　　）℃　2.なし

熱源機運転時間設定　夏期 時～ 時1.あり(　　）時～（　　）時　2.なし

熱源機運転時間設定　冬期 時～ 時1.あり(　　）時～（　　）時　2.なし

個別パッケージ 1.あり　2.なし

　個別パッケージ操作 1.手元　2.中央

空調機、パッケージの同時運転 1.あり　2.なし

全熱交換器 1.あり　2.なし

　全熱交換器形式 換気モード、バイパス 1.あり　2.なし

　全熱交換器形式 換気モード、バイパス

切替

1.自動　2.手動

電気室発熱除去 1.換気（スケジュール）　2.換気（サーモ）　3.冷房　4.換気/

冷房併用　5.なし

EV機械室発熱除去 1.換気（スケジュール）　2.換気（サーモ）　3.冷房　4.換気/

冷房併用　5.なし

空調吹出、吸込み位置 1.問題ない　2.障害物あり　3.ショートサーキットの可能性あ

り

温度センサー位置 1.問題ない　2.障害物あり　3.コピー機等発熱危機の付近

喫煙対策 1.喫煙ブース　2.喫煙室　3.全館禁煙　4.なし

室用途、用途変更、間仕切変更にあわ

せた運転管理

1.あり　2.なし

設備運用管理体制 1.あり　2.なし


[image: image9.emf]環境負荷低減技術抽出シート（採用可否、別紙６）

建物名称：

延べ面積： ㎡

＊＝改修不要

○＝適用 ○＝適用 △＝耐用年超過 ●＝採用済

○＝適用可　△＝要検討　×＝困難　●＝指針における重点配慮事項

○＝採用済 ×＝不可 ×＝不可 □＝劣化等あり ○＝採用可

環境負荷低減技術 技術的事項 環境負荷低減技術の例示 具体的な 改修の場合の一般的な判断

環境負荷低

減技術採用

状況 地理的・法的等 構造・ｽﾍﾟｰｽ等 劣化・耐用年数

技術項目 一般的な適

用の可否

指針の重点

配慮事項

改修の場合の留意点 診断時

による判定 による判定 による判定 採用可否 備考

1. 自然環境の活用・保持

1.1　周辺環境への

配慮

(1) 地形改変の抑制 ①自然の地形を活かした

配置



× ●

改修工事にて配置の変更は一般的に行われな

い（新築時に配慮する）

②緑のネットワーク

△

敷地にゆとりのある場合、または屋上にスペー

ス・荷重にゆとりのある場合に検討を要す



③ビオトープ



△

同上

④その他



(2) 緑化、地下水の涵養①敷地内緑化



△ ●

敷地にゆとりのある場合に検討を要す

②屋上緑化

△ ●

屋上にスペース・荷重にゆとりのある場合に検

討を要す



③壁面緑化

△ ●

バルコニーがある場合などに検討を要す



④透水性舗装



○ ●

⑤その他



(3) 環境汚染物質の排出

抑制

①水質汚濁の抑制



○

現行の環境規制値を超える場合は、排水浄化

装置の設置を検討する

②大気汚染の抑制



○ ●

現行の環境規制値を超える場合は、クリーンな

熱源の選択・排気浄化装置の設置を検討する

③土壌汚染の防止



○

現行有害物質などの埋設を行っている場合は

廃棄物処理を検討する

④その他



(4) 騒音・振動、風害及

び光害の抑制

①騒音・振動の防止

×または○

現行の環境規制値を超える場合に、防音装置、

防振装置の設置について検討を要す

②風害の防止

×または○

③光害抑制

×または○

④その他



×または○

1.2　新エネルギー

の利用

(1) 自然エネルギー利用①太陽光発電

△ ●

設置場所の検討を要す。民間施設の場合等は

補助金等の利用を考慮する。

②太陽空気集熱

△

設置場所の検討を要す。熱の利用先の検討を

要す。

バックアップ用熱源設置の場合が多く投資回収

困難

③太陽水集熱



△ ●

同上

④外気冷房

△

空調機械室面積（空調機・ダクトサイズ大）・給

排気ｶﾞﾗﾘなどの検討を要す

(2) 未利用エネルギー利

用

⑤雪氷冷熱

× ●

積雪量、敷地内の一次貯雪面積の確保が必

要、投資回収は困難であるが、補助金の利用

が見込める。維持管理の検討を要する。

⑥地中熱

×

敷地のゆとり、取り入れﾙｰﾄの検討を要す投資

回収困難



⑦井水熱

△

井水利用可能量等'法規制の検討、水質・周辺

での設置採水状況等を検討を要す

⑧河川/海水熱

×

立地による。また、法規制の検討を要す



⑨風力

× ●

立地から困難（振動・騒音）な場合が多い

また、平均風速等の検討が必要

⑩小水力

×

立地から困難（河川などの管理者との協議）な

場合が多い



(3) その他 ⑪冷却塔冷水

△

冬期の高密度内部発熱のある場合（電算室な

ど）に効果あり



⑫バイオマス

●

木チップなどの安定的な供給源の確保が必

要。高効率ボイラーの導入など、投資回収は困

難であるが補助金の利用を見込める。

2. 省エネルギー

2.1. 負荷の低減 (1) 建物配置 ①建物向き

×

新築時に配慮する

②室配置

×

新築時に配慮する

③窓の向き



×

新築時に配慮する

④その他

(2) 外壁・屋根・床の断熱①高断熱 外壁

△ ●

費用対効果の検討を要す（内装改修、ｻｯｼ改修

と同時施工が一般的）

屋根

△ ●

費用対効果の検討を要す（防水改修と同時施

工が一般的）

その他

●

②外断熱



△ ●

費用対効果の検討を要す（外装改修と同時施

工が一般的）

③半地下構造



×

物理的に困難で改修工事では一般的に行われ

ない

④屋上緑化



△

屋上のスペース・床荷重にゆとりのある場合に

検討を要す

⑤屋根散水

△

技術の適用は可能だが屋根が断熱されている

場合は効果が少ない、歩行床の場合は不向

き、井戸水等が利用できない場合は水道料金

等費用がかかり経済的に合わない



⑥その他



(3) 窓の断熱・日射遮

蔽、気密化

①複層/Low-E/ﾋｰﾄﾐﾗｰｶﾞ

ﾗｽ

△ ●

費用対効果の検討を要す（サッシ改修と同時に

施工するなど）ペリメーターレス化に有効

②ｴｱﾌﾛｰｳｨﾝﾄﾞｳ

△

ｻｯｼ一体型のﾍﾞﾝﾁﾚｰｼｮﾝ窓は費用対効果の検

討を要すその他は納まり検討および費用対効

果の検討を要す



③ﾀﾞﾌﾞﾙｽｷﾝ

×

投資回収困難および容積率の検討を要す



④熱線反射／吸収ｶﾞﾗｽ



熱線反射ガラス

△ ●

費用対効果の検討を要す（費用対効果からは

ﾌｨﾙﾑ程度）自然採光の費用対効果減少を招く

ので注意

また、日射低減により暖房負荷増加の可能性

があるので注意

日照調整フィル

ム

●

その他

●

⑤庇



× ●

一般的に改修工事にて適用することはない

費用対効果の検討を要す壁面線・壁の耐力の

検討を要す



⑥高気密な建具

△

費用対効果の検討を要す（サッシ改修と同時に

施工するなど）ペリメーターレス化に有効

⑦その他


別紙７

平成　　年　　月　　日

環境改善提案書

施設名称

	１．現況調査結果
	４．環境性能診断結果

	（建築仕様、電気設備仕様、機械設備仕様、エネルギー消費量の分析などを記入）
	　ＣＡＳＢＥＥ-改修（改修前後）シートを添付する。



	２．運用改善の提案書
	

	（室内環境の適正化、使用上の無駄の回避、設備の適正運転などからの提案を記入）
	

	
	

	
	

	
	　福島県建築物CO2－コスト評価ツールによる結果を標記する。

	
	

	３．改修計画の提案書
	

	（環境負荷低減技術や改修費用の概算などを記入）
	


· 必要に応じて現況調査のデータなど、分析資料を添付する。

· 改修に係る概算費用については、あくまで目安である。
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